
岩木川上涜部における集落地理学的考察

- 人口流出を中心として

狩 野 継比古

1. 序

日本の山村地帯､殊に西日本を中心とした著 しい人口流出現象が社会問題としてとらえられて十

数年経過することにそる. この間の研究は､比鞍的西に厚 く､東が薄い傾向にあるように思われち.

そこで本稿で披､中津聾郡西目屋村を例にと9､人口流出の分析及び産業構造の特性という面から

本村の事情を考察してゆきたいと思う.

2.地域の概観

当村の面積は､24,755

ka,東育l6.5血､村内に

2口の集落をかかえ､昭和

48年の時点で世帯数 875､

総人口5,7叩名の津軽地域

南部に位置する山村である｡

昭和45年匿発行の地図で

は､記載集落数は21であ

るが､同年成立 した ｢過疎

地域対策緊急措置法｣の一

環として行をわれた集落移

転統合事業の実施にエ9､

-森が村市地区に編入され

たため実数は2口である｡

自然的特敬としては､全面

積の95車力琳 野によって

岩 木 町

釈

秋 田 県 4 (.,図

占められ､林野面積の88串が国有林で､平地に乏 しいこと､またその平地は､村内を流下する岩

木川上流域と天秋川流域にみられ､前者に立地する集落は河岸段丘上､後者は小規模を谷底平野上

にあること等があげられる.集落の発生は､紙幅の都合上､詳述できをいが､古い文献及び居住者

の血液型か ら､白沢系と村市系が考えられ､その他の集落は､この二系統から慣次派生 したものと
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思われる｡

5. 人口流出の実態

当村の人口推移を三期に分
I

けて考察したい.

(i)昭和 55年以前

耕地面積は狭小であるが､

食糧の自給は可能で､当時

の家庭燃料の主力である薪

炭の生産にょ9､ある程匿

の現金収入は確保されてい

た時期である｡そのため人

口は昭和 24年まで性､

人口動態統計表 (統計年鑑)

人 口の変 化
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5,0ロ0人台を保ち夜がら徹増 し､ 25年に至ると4,0ロ0人台に乗せ､ これ以後 40年までは

増加の｢遠をたどるが､50年代初期の全国的な ｢燃料革命｣は､数年のタイムラグで本村にも

及び打撃を被った.統計に依拠する限D､昭和 40年の人口指数を10ロととれば､ 50年から
1

5 5年 にか け て は､ 9 占～ 10占と指 数 を 10増 加 させ て い るが ､ この増 加

は､必 ず し も西 目屋 村 自身 の増 加 に負 ってい るわけ で はな く､ 次の時期で述 べ

るが､人 口増加 とい う観点か ら敢て区切 r)としたo 'Ji)昭和 55年 -昭和 4 5年

この時期は､表現が適切ではをいが ｢みかけの人口減少期｣としてとらえられ､Tiた ｢過疎地

域対策緊急措置法｣適用の根拠の時期でもある.昭和55年か ら45年までの減少内容は､ 50

年から55年までの増加と舞い関連があるので､併せて述べたい. 50年代の増加は､第二次産

業を中心 とする日本の本格的を経済復興を背景とした村内の尾太鉱山開発､そ して目屋ダム建設

と関係 しているO尾太鉱山と人口の関連につV,て記すと､早晩流出が見込まれる村内の2､-5男

層が定着できたこと､そ して村外か らも採鉱労働者として人口流入があったことであるoまた､

尾太鉱業所設立とほほ同時期にあたる28年に､水量調節と発電のためダム建設が行をわれ､そ

の建設従事者が同様に村内に入ってきたことが､人口増加を促 した原因である.が､55年をt='

-クに45年に至るまで､元来小規模を山村において､夜ぜ 865名の人口減少があったのか､

以下考えてみたい.まず滅少率をみると､ 55年から40年にかけては-5.8宙､40年か ら

45年までは-14.1弟であるoこ､の両者の相違は､ 55年に目屋ダムが完成 したのに伴い､建

設従事者が引き揚げたが､ 57年に弘西林道西目屋管内=事が開始されたため人口流出にやや歯

止めがかけられたこと､ところが45年管内林道工事の終了と共に流出数において､潜在 してい

たダム関係流出と林道関係流出が重在ったため-14.1弟という数字として表れたことに原因を

求めることができる.と同時に､人口動態統計表か らも分る通 D､諸集落の人口減少傾向も絡ん

でいることは否めをい. これは､若年労働力をつをぎとめるだけの就業機会がをいということが

大きhoをお､村外者の工事期間中の宿泊は､ダム関係が主として居森平＼砂子瀬､川原平であ

D､榔 ま大敵分が日原平であり､その他vc村も 田代vc若干存在し7:3 'L'l'l)昭和 45年以降

この時期で統計上一番 目をひくのは尾太の減少であるO尾太は55年以降は特に盛んを設備投

資を行をい､村外か ら労働者が多数入 9込んできたため､集落規模を急速に増大させたという点

でも､西目屋村の集落においては異色である.尾太鉱山の特徴として､屯鉱脈が薄いこと､樹硬

軟発達が著 しいこと､その結果採鉱コス ト高という問題があったことがあげられる｡ こういう背

景のもとに40年代前半は経営の合理化が図られたが､昭和46年の ドルショックが災いして､

金属価格が下降L,これがコス ト高とか らんで､退職希望者が増加し､ 40年代後半の流出を招

いた.また人口滅少には､在村者､特に若干者層の村外流出も大きい. これは中学卒業後の進路
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に端的に表れてお9､44年を境に50宙に達 し,最近はほほ70再に在っているO村内に就業

機会が乏しいことを考える夜ら､進学者の相当多数は村外-職を求めねばならぬ.また婚姻にも

とずく村内定着も極めて微かであ9､これ らの要因が村内人口の自然増の低下として表れている｡

4.産業 構造

i) 農 業

昭和44年の時点で､農家数 497戸であP､土地利用別にみると､ 田地 227Aa.畑地

dD▲a.果樹園 120La,計407Aaである. 44荘以降は､-1等国の滅反政策 もあり､水 田

を果樹園に転換 した農家も若干あるが､面積上､ほ とん ど変化をみをいのが現状である.平村

の平均経営規模は､約0.8Aaである.最近の傾向としては､統計か らも分る通9､0.5ね未満

及び1.5払以上の農家層が 7年間に増加Ll 中間層にあたる0.5んか ら1.5血未満の農家が減

少 したことがあげられるO従 って､中規模農家層が零細層と相対的に規模の大きい農家層に両

極分解がかこP､分岐点は､-お_1そ1.5iaと考えてよい｡ただこの分岐点は､平場農村と異 P､

専業可能を意味 しないo l血未満の農家層のr部に離農 も現れておP､そこには､砂子瀬､川

原平というようを地域的偏在がみ られる_O これは､経営規模の格差が大であることに起因 して

レヽる｡

経営耕地規模別農家数遷移 (農業センサス)

一一50a 一一 10ロa 一一 150a 一一 2ロOa一一 農 家 数 半 喝 規 模概 嘗

b'40 178戸 189_戸 92戸 24戸 14戸 497戸 0.75んα

b'45 190 187 76 27 20 500戸 寺0.8

b'47 181 178 66 29 21 475戸

β) 図

l'1)# #

国有林が圧倒的な比率を示 しているので､村民と林業の関係は営林署 との雇用関係に存す

ち.営林署にょる雇用は常時雇tへ 季節雇い､国有林内日雇いの三種があD､季節雇いは6

ケ見聞の就業後は失業保険の給付対象とをD､また日雇いは夏期を中心 として､村内の林業

企業組合が請負っている.Tiた防災面の必要か ら､村は協力の見返 Dとして ｢普通共用林｣

｢組合共用林｣に対する入会権を所有 してお9､後者は売却を禁ぜ られているので自給用と

しての価値があ9､前者は自由であるので､かつての薪炭生産はこれの利用であった｡最近
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共用林の新しい活用 け メコ生産組合)が行なわれ､地場産業の振興という点で注目される.

m)尾 太 鉱 山

尾太鉱山の種辞的効果は､三十年代に比較すると､やや薄れつつあるが､農林業の低調を考

えるをら､村樺済にとって貴重を税収源の一つである.

llv)出 稼 ぎ

出稼ぎが顕在化 したのは､薪炭業が不振に見舞われた50年代中期である｡家族労働にょる

炭焼き業が矢をわれた結果､その労働力は高匿成長を背景とする大都市の建設製造業に容易に

吸収され､出稼ぎが新たを現金収入確保の手段として定着 したのであるo木村のバターンとし

て､ 50年代は後継者の出稼ぎが､世帯主及びその妻のそれよ9多かったが､4ロ正代に入る

と後者の出稼ぎ傾向が強 くをってきたことがあげられる.これは､薪炭業従事者のうち､せず

若年労働力たる後継者が先行Ll やがて農業機械､薬剤､自家用車 (必需品である)の購入に

ょる借金と生活全般にわたP都市的消費生活が浸透 してきたため､家計費の増大を穴埋めする

必要に迫 られたためであるO出稼ぎ者の層を考えてみると､ 50年代末期では1わ未満の零細

農家層が､ほほ9割に遺 していたが､44年の時点で7,6好の専業農家があD､せた比鞍的

営規模の大きい天秋､田代､杉ケ沢のほとんどが農閑期出稼ぎに行 くととから考えると､出稼

ぎ農家層は50年代末期よPも､耕地規模に関係をく一層拡大していると言える.現在の本村

における農家は農業攻入の低位さもあって､労働力を横優的に出稼ぎへ長 9向ける傾向を持っ

ているように思われる0

5.轟 論

本村は昭和 4d年､前年に成立 した ｢過疎地域対策緊急措置法｣の適用を受けた｡同法に盛ら

れた過疎の概念は ｢人口滅少のために一定の生活水準を維持することが困井と在った状態､たとえT

ば防災､教育､保健をどの地域社会の基礎的条件の維持が困耗とをD､地域社会の生産横能が著 し

く低下すること｣とLl 主を対策を､ ｢交通通信体系の整備､教育文化施設の整備､厚生施設及び

医療の確保､産業の振興､集落の整備｣としている.･また人口減少率は､昭利40年 よ945年に

かけて-10東という数字をあげている.以上のことを､西目屋村の現実と照会してみたい｡まず

医療面では､現在田代及び尾太に医師が常駐しているが､後者は鉱山関係者を主眼としておP､田

代は27年に村直営診療所が設置されたが､医師不足と財政事情にエ9､44年に村営を廃止 し､

施設を現在の医師に貸与 しているが､医療設備が不十分をため､緊急時は弘前に依存せざるを得を

い｡これは特に冬期間は浪人家庭が多いため問題を含んでいるO確かに都市部と此戟するをら劣っ

ているが日本の小村の大部分が無医村であることを考えれば､そう条件が悪いわけでは貴い｡また

教育の面では流域に沿って集落が細長く拡散 してかP､中学校が田代と砂子瀬にしかをいため通学
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上不便を期 Ll冬季間は道路を確保 (スクールバスを運行 しているが問題は残る.更に防災の面で

も出稼ぎ者が多く､在村者が老齢者と婦女子が多いため､人材確保に難点はある. しか しこれらの

ことは突如現れたものとは違い､本村よD劣悪を条件を持った山村は青森県でも多数存在 している｡

これは本村の一人あた9平均所得が昭和42生匿実績で､青森県平均に対する地域格差 99.2と平

均を若干下回る程匿の数字によ9裏づけられる.また40年から45年にかけての減少率14.1東

の内容を考える夜ら､前述 したように､ 自然増の低下基調は続いているものの村外者の流出が大き

く響いているのであり､中匡地方に典型的にみられた挙家離村o')ようを事例は､西目屋村において

生じてはいをい｡ これ らの額縁によっても分る通 り､現段階では､過疎山村の指定は受けているも

のの､いわゆる過疎山村のイメージはSrT染まをいと言える｡ただ長期的にみれば予断は許されず､

それは外部的な要件が介在 し惹く夜った昭和45年以降の人口流出基調が示 している.昭和 48年

匿においては尾太が多数の人口流出を出したのを始め､各集落毎に自然増の低下と若生労働力の流

出傾向は一向に衰えぬのが寒情であるか らである｡本村の将来を考えるとき､津軽地域に占める位

置を念頭に置 く必要がある｡即ち弘前､岳､西海岸､秋田県藤里の四方に通ずる結節点にあた り､

他の山村と比べれば､物流的に好条件と言え､ これをいかに活かすかにかかっているように思われ

ち. しか し産業を支える若年層の流出が続けている今､この層を産業の主力に位置づけるようを産

業の体質改善が図られねば怒らをい.その意味で近在誘致された豪雪山村開発セッタ-の産業教育

の場としての役割は儀めて大きいと考える.
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